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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期

第３四半期連結
累計期間

第66期
第３四半期連結
累計期間

第65期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（千円） 11,583,896 13,389,810 16,764,169

経常利益（千円） 157,871 476,934 282,244

四半期（当期）純利益（千円） 65,941 288,009 128,402

四半期包括利益又は包括利益（千円） 58,349 298,160 191,794

純資産額（千円） 3,987,907 4,390,778 4,121,353

総資産額（千円） 9,647,044 9,758,332 10,732,735

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 11.81 51.58 23.00

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 40.6 44.0 37.8

　

回次
第65期

第３四半期連結
会計期間

第66期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 8.07 14.28

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　なお、当社は平成24年７月に、ベトナムにおいて Vietnam Tomita Co.,Ltd.を設立し、連結子会社といたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要による下支えがあったもの

の、混迷が続く欧州経済の影響等により低迷基調が続き、先行き不透明な状況で推移しました。

　わが国の工作機械業界は、当第３四半期連結累計期間において、対前年同期比内需は１３．４％減少、外需は

８．２％減少、全体では８．９％の減少となりました。

　こうした環境下、工作機械を主力商品とする当社グループは、国内部門では、売上が減少したものの、海外部門

では北米及びアジア地域向け輸出が好調で、受注・売上とも前年同期比増加しました。また、経費削減努力を継

続し、国内海外部門とも前年同期に比べて増益となりました。

　上記の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は１３３億８千９百万円（前年同期比１５．６％増）、営業

利益は４億３千７百万円（同２４１．０％増）、経常利益は４億７千６百万円（同２０２．１％増）、四半期

純利益は２億８千８百万円（同３３６．８％増）となりました。

　

セグメントごとの業績は次の通りであります。

日本

　工作機械の受注が減少し、当第３四半期連結累計期間の売上高は８３億４千２百万円（前年同期比１．２％

減）となりました。営業利益は、経費削減に努め、２億１百万円（同１６７．５％増）となりました。

北米

  自動車メーカー関係向けの受注が増加し、当第３四半期連結累計期間の売上高は１９億９千５百万円（前年

同期比７５．３％増）となりました。　営業利益は、６千５百万円（同４４３．７％増）となりました。

欧州

　自動車メーカー向けの受注が減少し、当第３四半期連結累計期間の売上高は２億３千８百万円（前年同期比

２．２％増）となりました。営業利益は、経費削減に努め、２百万円（前年同期は１千３百万円の営業損失）と

なりました。

アジア

　自動車・２輪車メーカー向けの受注が増加し、当第３四半期連結累計期間の売上高は２８億１千３百万円

（前年同期比５９．４％増）となりました。営業利益は、１億３千９百万円（同１９０．４％増）となりまし

た。　

　

EDINET提出書類

株式会社トミタ(E02668)

四半期報告書

 3/17



（２）財政状態の分析

  当第３四半期連結会計期間末における総資産は９７億５千８百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億７

千４百万円減少しました。

  流動資産は６７億９千８百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億８千７百万円減少しました。これは、主

として受取手形及び売掛金の減少によるものであります。

  固定資産は２９億５千９百万円となり、前連結会計年度末に比べ１千２百万円増加しました。これは、主とし

て投資有価証券の増加によるものであります。

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は５３億６千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ、１２

億４千３百万円減少しました。

　流動負債は４５億８千５百万円となり、前連結会計年度末に比べ１１億８千７百万円減少しました。これは、

主として支払手形及び買掛金の減少によるものであります。

  固定負債は７億８千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ５千６百万円減少しました。これは、主として

長期借入金の減少によるものであります。

  当第３四半期連結会計期間末における純資産は４３億９千万円となり、前連結会計年度末に比べ２億６千９

百万円増加しました。これは主として利益剰余金の増加によるものであります。　

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に対する重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

（４）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,858,000

計 23,858,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月14 日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,158,000 6,158,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数 100株

計 6,158,000 6,158,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日　
－　 6,158,000－　 397,500 　－ 280,300

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年9月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　574,700
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,582,600 55,826 －

単元未満株式 普通株式　   　 700 － －

発行済株式総数 6,158,000 － －

総株主の議決権 － 55,826 －

　

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社トミタ

東京都中央区銀座８丁目

３番10号　
574,700－ 574,700 9.33

計 － 574,700－ 574,700 9.33

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,479,100 2,568,352

受取手形及び売掛金 ※
 4,358,197

※
 3,361,860

商品 674,585 404,530

その他 273,941 464,062

流動資産合計 7,785,824 6,798,806

固定資産

有形固定資産 1,139,575 1,126,378

無形固定資産

その他 29,479 35,246

無形固定資産合計 29,479 35,246

投資その他の資産

投資土地 830,074 830,074

その他 990,821 990,265

貸倒引当金 △43,040 △22,440

投資その他の資産合計 1,777,856 1,797,900

固定資産合計 2,946,911 2,959,526

資産合計 10,732,735 9,758,332

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 4,833,574

※
 3,881,466

短期借入金 304,579 284,773

未払法人税等 96,512 20,375

賞与引当金 79,098 21,918

役員賞与引当金 22,000 －

その他 437,490 377,110

流動負債合計 5,773,254 4,585,644

固定負債

長期借入金 61,114 6,115

役員退職慰労引当金 245,446 260,842

その他 531,567 514,952

固定負債合計 838,127 781,910

負債合計 6,611,382 5,367,554
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 397,500 397,500

資本剰余金 280,300 280,300

利益剰余金 3,187,401 3,447,494

自己株式 △116,156 △116,156

株主資本合計 3,749,044 4,009,137

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 146,788 150,988

繰延ヘッジ損益 － △12,516

土地再評価差額金 393,071 393,071

為替換算調整勘定 △233,362 △242,230

その他の包括利益累計額合計 306,498 289,313

少数株主持分 65,810 92,326

純資産合計 4,121,353 4,390,778

負債純資産合計 10,732,735 9,758,332
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 11,583,896 13,389,810

売上原価 10,112,232 11,603,573

売上総利益 1,471,664 1,786,236

販売費及び一般管理費 1,343,385 1,348,816

営業利益 128,278 437,420

営業外収益

受取利息 1,174 1,096

受取配当金 10,995 12,394

受取賃貸料 53,501 51,143

その他 17,498 42,412

営業外収益合計 83,170 107,046

営業外費用

支払利息 5,141 4,141

不動産賃貸費用 19,740 21,346

債権売却損 10,276 12,481

為替差損 10,906 －

その他 7,513 29,562

営業外費用合計 53,577 67,531

経常利益 157,871 476,934

特別利益

投資有価証券売却益 4,019 －

固定資産売却益 709 516

その他 － 8

特別利益合計 4,729 525

特別損失

投資有価証券売却損 500 －

投資有価証券評価損 － 728

特別損失合計 500 728

税金等調整前四半期純利益 162,100 476,731

法人税、住民税及び事業税 59,212 120,542

法人税等調整額 27,193 42,499

法人税等合計 86,405 163,041

少数株主損益調整前四半期純利益 75,695 313,690

少数株主利益 9,753 25,680

四半期純利益 65,941 288,009
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 75,695 313,690

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △34,775 4,199

繰延ヘッジ損益 － △12,516

土地再評価差額金 49,116 －

為替換算調整勘定 △31,686 △7,213

その他の包括利益合計 △17,345 △15,530

四半期包括利益 58,349 298,160

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 55,487 270,824

少数株主に係る四半期包括利益 2,862 27,335
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【会計方針の変更等】

　　（減価償却方法の変更）

　　　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響額は、軽微であります。　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりであります。　

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

受取手形 60,188千円 22,846千円

支払手形 437,026千円 300,853千円

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産及び投資その他の資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 26,956千円 26,946千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 27,916千円 ５円 平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式  27,916千円　５円 平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円） 

　 報告セグメント　
合計　

　 日本 北米 欧州 アジア

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上

高
8,447,6491,138,023 233,046 1,765,17711,583,896

セグメント間の内

部売上高又は振替

高

1,111,648 2,582 1,611 5,515 1,121,356

計 9,559,2971,140,606 234,657 1,770,69212,705,253

セグメント利益又は

損失（△）
75,296 12,112 △13,742 47,880 121,546

 　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　

（単位：千円） 

損益 金額

報告セグメント計 121,546

セグメント間取引消去 6,731

四半期連結損益計算書の営業利益 128,278

　　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

  該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円） 

　 報告セグメント　
合計　

　 日本 北米 欧州 アジア

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上

高
8,342,8951,995,172 238,211 2,813,53213,389,810

セグメント間の内

部売上高又は振替

高

1,686,496 2,233 21,583 10,171 1,720,484

計 10,029,3911,997,405 259,794 2,823,70315,110,295

セグメント利益 201,412 65,852 2,289 139,055 408,610

 　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　

（単位：千円） 

利益 金額

報告セグメント計 408,610

セグメント間取引消去 28,809

四半期連結損益計算書の営業利益 437,420

　　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

  該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 11円81銭 51円58銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 65,941 288,009

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 65,941 288,009

普通株式の期中平均株式数（株） 5,583,355 5,583,282

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月13日

株式会社トミタ

取締役会　御中

東陽監査法人

 
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 中塩　信一　　印

 
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 平井　肇　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トミタの

平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成24

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トミタ及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。  

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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